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１．はじめに
本稿では，義永（２０１７）に引き続き日本経済の主要な牽引役である自動車
産業の関連分野，補修部品産業に注目し，需要が縮小する現状を確認した上
で，国内における産業構造の変化の把握を試みる。これらの作業を通じて国
内に立地する中小製造企業の課題を改めて明確化することを課題としてい
る。
本稿の目的は，縮小する国内需要に対し自動車用補修部品産業内における
商社・卸売業が果たす役割を明らかにすることである。なお本稿における補
修部品産業とは，補修部品メーカーから出荷された後，自動車ユーザーに提
供されるまでの部品流通に関わる産業とし，補修部品メーカーは含めない
（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１頁参照）。
以下，まず第２章では先行研究の整理を行う。第３章では補修部品産業を
概観した後に課題の確認を行う。第４章では，確認した課題により補修部品
の中でも優良部品流通の実態を示し，第５章では優良部品の流通に携わる部
品卸販売会社の動向を明らかにする。第５章の結果を踏まえた上で，第６章
では事例を提示する。そして考察を行い最後にまとめと課題を述べる。
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２．先行研究の整理
２．１ 補修部品とは
自動車部品は，自動車メーカーの組立工場において新車に組み付けられる
「組付部品」と，自動車ユーザーが購入後に行う車検や整備，修理，機能向
上などに使用する「補修部品」に区分される。
補修部品には，自動車メーカーのブランドで供給される「純正部品」，部
品メーカーが独自ブランドで供給する「優良部品」がある。純正部品は基本
的に工場における組付部品と同じであり，組付部品を求める整備市場のニー
ズに対応したものである。自動車メーカーは，販売した自動車が使用済自動
車となるまで，アフターサービスとして補修部品を供給する責任を負ってお
り，それに対応するのが純正部品であり，消耗交換部品から修理部品まで補
修に関する全パーツを網羅している。また，純正部品には，純正部品と同程
度の品質を確保しつつも低価格な「第二純正部品」があり，市場からの低価
格ニーズに対応している（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，８頁）。
２．２ 補修部品に関する先行研究
CiNiiにて「補修部品」を扱った研究を検索すると，２０１７年１１月２８日時
点において５１件に過ぎない。国立国会図書館サーチを用いた結果では，タ
イトルに「補修部品」が掲載された論文は，五代（１９６９）が最も古い。五代
（１９６９）は，「足廻り補修部品の最近の補修動向と溶接補修技術」とあり，技
術的課題に関する内容となっている。部品がいつ故障するのかという耐用年
数を把握し，販売した製品の運用をサポートするために補修部品をいかに効
率的に供給していくかを課題とする研究である。
日本の自動車用補修部品製造業に注目した研究として，植田（１９９８）があ
る。戦前・戦間期の自動車産業では，部品メーカーが，海外車の輸入・現地
生産化に伴う国内での自動車供給増大に対応した補修部品の供給者として出
現を促進されたが（植田，１９９８，１頁），品質の問題から自動車メーカーは
組付部品，純正部品を内製化しており（尾高，１９９３，１７７頁），戦後サプラ
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イヤー・システムと注目される自動車メーカーと部品メーカーとの協調関係
はまだ確立していなかったことが指摘されている（植田，１９９８）。
１９５０年代前半の自動車部品は，組付部品，純正部品を自動車メーカーが
内製し，補修部品を部品メーカーが専門商社を通して流通させていた。自動
車生産がまさに急増する１９５０年代における補修部品を扱う主体（専門商社
や部品メーカー）の変化を詳細に取り扱った研究に児玉（２００２）がある。児
玉（２００２）は，不安定ながらも拡大する自動車生産の中で，自動車メーカー
自身が内製してきた純正部品を，１９５２年を契機に外製へと切り替えたこと
を指摘する（児玉，２００２，１８頁）。その後の自動車生産の急増に伴い，純正
部品だけではなく自動車メーカーからの少品種大量の組付部品への対応を部
品メーカーが行うようになると，部品メーカーが多品種少量生産である補修
部品の生産を避けるようになり，それまで補修部品を独占的に扱えた専門商
社の競争力は低下するようになった。このことが，日本の自動車産業の特徴
的なサプライヤー・システム形成の萌芽だと児玉（２００２）は指摘する（３０
頁）。
日本の自動車産業がサプライヤー・システムとして発展していく過程を補
修部品企業の視点から整理し，中国における産業発展のプロセスに当てはめ
て検証していく研究も存在する（陳，２０１２）。また平木（１９９９）は，補修部
品のサプライチェーンマネジメントについて詳細な研究であるが，純正部品
のみを研究対象としている。一方，「持続可能な社会」実現としての環境問
題の視点から日本の自動車リサイクルに注目し，リサイクル部品（補修部
品）に注目した研究に杉本（２００５）がある。
以上のように先行研究を概観すると近年，日本国内における自動車用補修
部品に関する研究は多くない。またこれまでの研究は，自動車産業を主な研
究対象とし，そのサプライヤー・システムに注目してきた。純正部品を扱う
ことが多いことからも，自動車産業本体への関心が強いことがうかがえる。
これに対し義永（２０１７）では，間接輸出を行う補修部品製造企業に注目
し，優良部品を製造する中小企業と商社・卸売業との相互作用の存在につい
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て言及した（９４頁）。本稿はこの義永（２０１７）を受けて，補修部品産業の現
状を主に流通の側面から考察するものである。
以下，近年の補修部品産業の現状についてまとめ，政策提言を行っている
経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）『自動車補修部品産業未来ビジョン』
に基づいて，補修部品産業の現状を確認し課題設定を行う。
３．補修部品産業の現状と課題
補修部品産業として認識される，自動車販売・整備や保有サービスに関す
る自動車アフターマーケット市場における就業人口は１０３．１万人であり，日
本の就業人口の１．６％を占める１）。経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）
では補修部品産業を重要産業と位置づけ，日本国内における自動車販売市場
の低迷による保有台数縮小見込みに伴う将来的な補修部品市場の縮小懸念，
環境対応車（ハイブリッド自動車，電機自動車，プラグインハイブリッド自
動車）の普及，特に電気自動車の普及による部品交換機会の減少への懸念，
そして経済のグローバル化による海外製部品の輸入増加による利益率低下へ
の懸念など，様々な環境変化により，日本国内における補修部品産業の弱体
化が進むことを問題視している。
３．１ 自動車補修部品の流通チャネル
１９５５年頃より国産車の生産が軌道に乗るにつれ，国内自動車メーカーに
よる補修部品の流通システムの構築が本格的に始まった。１９５５年には，全
国の自動車メーカー系ディーラーの部品部が純正部品の普及を促進するため
に部品懇話会を設立し，１９５８年には純正部品懇話会が設立された。当時，
市場に流通していた補修部品の中には品質レベルが低いものもあり，純正部
１）日本自動車工業会（２０１７）２頁。販売・整備部門の内訳は，自動車小売業（二輪
車を含む。新車・中古車・自動車部分品・附属品，等）５７．７万人，自動車卸売
業（二輪車を含む。中古車・中古部品・自動車部分品・附属品，等）１９万人，
自動車整備業２６．４万人，合計が１０３．１万人である。経済産業省製造産業局自動
車課（２０１４）によると２０１３年の就業人口は，１０８．５万人であり，日本の就業人
口の１．７％を占めていたが，その後減少した。
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品の普及促進をはじめとして，補修部品の品質向上はアフターサービスの向
上を図る上で重要な課題であった。加えて，供給状況が悪く，車両販売の拡
大に向けての足枷になるため，迅速な供給体制の確立が急務となっていた
（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１２頁）。
１９６０年代に入ると自動車メーカーは，将来の自動車市場拡大を見据え積
極的に補修部品流通システムの構築に取り組むことになる。それまで，補修
部品の出荷先は系列ディーラーであったが，今後部品点数の増大に対応する
ためにはディーラー各社へ出荷するよりも，共同で部品センターや情報シス
テム等を構築した方が効率的であると考える自動車メーカーが現れた。こう
した中，迅速な部品供給体制の確立のために，自動車メーカー系による部品
販売会社（部販・共販）の設置が構想され，１９６６年に部販・共販の第一号
であるトヨタ部品東京共販が営業を開始した（経済産業省製造産業局自動車
課，２０１４，１２頁）。
その後，モータリゼーションが拡大し，純正部品が中心の補修部品市場が
形成される中で，自動車メーカールートと部品卸販売会社と地域部品商の
ルートが存在し，ユーザーの利便性を向上させてきた。以下では，①純正部
品・第二純正部品，②優良部品の流通チャネルについて説明する。
①純正部品・第二純正部品の流通チャネル
自動車メーカーは部品メーカーから調達した部品と，自社工場にて製造し
た部品を部品センターに在庫し，系列ディーラーや部販・共販に供給してい
る。地域の部品デポ機能を持つ部品販売専門会社である部販・共販は，地域
部品商，ディーラー（整備），整備専業者などへ部品などを販売しており，
縮小傾向にある国内補修部品産業において，純正部品の供給責任の遂行と収
益確保の両立に努めている。経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）では，
部販・共販における補修部品の取り扱い比率を明らかにしており，主に自動
車メーカーから仕入れを行う純正部品と第二純正部品の取り扱い比率が高
く，双方合算で９６．９％（純正部品８２．４％＋第二純正部品１４．５％）を占めて
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いる（図１）。一部部品
卸販売会社等から仕入れ
を行う優良部品を取り扱
うこともあるが，その比
率は０．６％に止まり，部
販・共販は自動車メー
カー系の企業として純正
部品流通の中で，大きな
役割を担っていることが
確認できる（経済産業省
製造産業局自動車課，
２０１４，１２-１３頁）。
②優良部品の流通チャネル
一方，優良部品は国内
外の純正部品を製造する
部品メーカーや，優良部
品専門メーカーが自社ブ
ランドで製造・販売する
部品で，日本自動車部品
協会が定める「自動車優
良部品推奨制度」により
推奨された部品及びそれ
らと同等の品質を有する
部品を指す。純正部品と
は異なり，車種やメー
カーを横断して共通化が図られた汎用性を有する部品が多いため，整備工場
では在庫縮小などを目的に優良部品を採用するところも少なくない（経済産
図１ 部販・共販における補修部品取り扱い比率
（金額ベース）
出所）経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）１３頁。
元資料）２０１３年度 自動車補修部品取引実態調査
（３３社が回答）
図２ 部品卸販売会社における補修部品取り扱い
比率（金額ベース）
出所）経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）１４頁。
元資料）２０１３年度 自動車補修部品取引実態調査
（４社が回答）
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業省製造産業局自動車
課，２０１４，９頁）。
優良部品は，一次卸で
ある部品卸販売会社か
ら，二次卸である地域部
品商を介して，整備専業
者，カー用品専門店，ガ
ソリンスタンド，ホーム
センター等量販店へ流通
するのが一般的である
が，整備専業者以外へは
部品卸販売会社から直接
供給しているケースもあ
る。また，地域部品商については，二次卸だけでなく，三次卸以降の地域部
品商も存在する。部品卸販売会社は，部品メーカーの販売代理店としての役
割を担っており，優良部品を中心に地域部品商へ販売している。部品卸販売
会社における補修部品の取り扱い状況を，経済産業省製造産業局自動車課
（２０１４）では，優良部品が８７．４％，リビルト部品が６．１％であり，優良部品
の一次卸会社として，優良部品に特化した事業を進めていることが確認でき
る（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１３-１４頁：図２）。
地域部品商における補修部品の取り扱い状況を確認すると，部販・共販か
ら仕入れを行う純正部品が４９．４％と半数を占めており，主に部品卸販売会
社から仕入れを行う優良部品が３２．３％，部販・共販から仕入れを行う第二
純正部品が８．４％と続く（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１４頁：
図３）。
図４は，純正部品や優良部品などの自動車用補修部品の流れを示したもの
である。なお本稿の研究対象に，リユース部品，リビルト部品は含めない。
図３ 地域部品商における補修部品取り扱い比率
（金額ベース）
出所）経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）１４頁。
元資料）２０１３年度 自動車補修部品取引実態調査
（１２１社が回答）
縮小する国内産業の構造変化についての一考察 １２９
３．２ 課題の確認
２０１６年の四輪車新車販売台数は，２０１５年より１．５％減少して４９７万台と
なった。乗用車は１．６％減少の４１４万６千台となり，うち普通車は１０．０％
増の１４９万台，小型四輪車は２．９％減の１３１万１千台，軽四輪車は１１．０％
減の１３４万５千台であった。また，トラックは１．１％減少して８０万８千台，
図４ 自動車用補修部品の流れ
出所）経済産業省製造産業局自動車課（２０１４） １６頁を一部抜粋。
注）「リユース部品」：ディー ラー （整備）や整備事業者などの引取業者を経由し，解体業者に
て使用済自動車から利用できる部品を取り外し，分解等の手を加えず，目視・現車・テス
ター 等による点検を行い，清掃・美化を施し商品化された補修部品。
「リビルト部品」：リビルト専業メー カー や自動車メー カー ，部品メー カー により，使用済自動車
から取り外した部品や修理の際に発生した交換部品等をベースに，摩耗・劣化した内部の
構成部品を新品と交換，再組み立てしテスター を用いて品質確認を行い商品化された補
修部品。なお自動車メー カー で生産されたリビルト部品は，通常，車両との適合も含めた品
質管理を実施している。 経済産業省製造産業局自動車課（２０１４，１０頁）
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バスは１５．８％増加して１万５千台となった（日本自動車工業会Webページ
参照）。
人口減少傾向にある我が国経済において，自動車ユーザーの高齢化による
免許返納や，少子化の上に若者の車離れ，さらに新たな情報化サービスの登
場によって「シェア」という選択肢も追加され，新たに自動車を所有すると
いう需要拡大が見込めない。小林他（２０１５）は，自動車アフター市場の重要
性を改めて指摘し，海外市場の開拓の重要性を説く中で，国内における補修
部品産業について説明している。
国内における新車販売数は，今後継続して増加することは望めないし，景
気変動に大きく左右される。しかし国内に自動車の保有台数がある限り，道
路運送車両法に基づき定期的な検査を受ける義務を自動車ユーザーは有して
おり，補修部品が必要となる。従って自動車メーカーには，補修部品の供給
によって販売後の利益を確保する動きが存在する。
図５のように，自動車ディーラーにおける粗利は，新車販売よりもサービ
ス・部品の方が大きい。小林他（２０１５）は，日本の補修部品市場の特徴は，
図５ 日本の自動車ディー ラー の売上高と粗利
出所）小林他（２０１５）６０頁を一部修正。
元資料）２０１２年３月期，自動車ディー ラー 経営状況調査報告書，
（社）日本自動車販売協会連合会
注）小数第一位で四捨五入をしたため，合計が１００にならない場合がある。
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自動車メーカーと共存してきたことだと指摘する（６３-６５頁参照）。しかし
この指摘は，純正部品・第二純正部品に関してのみに当てはまり，優良部品
に関しては注意する必要がある。
優良部品を使用し自動車ユーザーに対し販売・サービスを行う主体は，整
備専業者，専門店・量販店・ガソリンスタンドが挙げられる（図４参照）。
まず専門店・量販店では，売上高が２０１１年から，客数が２０１２年から継続し
て減少している（自動車用品小売業協会Webページ）２）。ガソリンスタンド
については，店舗数が１９９４年度末の６万４２１店をピークに２１年連続して減
少している（青林編，２０１６，３０頁）。整備専業者の２０１５年度の総整備売上
高は，１兆９，７５１億円（前年度比２．３％減），自動車ディーラーは２兆５，３５５
億円（前年度比０．０４％減）となっており，整備専業者の下落幅が大きい
（木場編，２０１７，７頁）。
これらの要因の一つとして，ディーラー（整備）による「メンテナンス
パック」の開発・普及が挙げられる。「メンテナンスパック」とは，「次回車
検を迎えるまでの定期点検やオイル交換等のアフターサービスをセット販売
する」もので，自動車メーカーにより開発された。「ディーラー（整備）で
は既に新車販売時のメンテナンスパック契約率は，一般社団法人自動車販売
協会連合会の調査では４０％程度まで浸透しており，入庫台数増加に成功」
している（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１７-１８頁）。また新車販
売時に，ディーラーによるオプションとして部品を付加する場合がある。
ローンで購入する際にオプションを含めることもある３）。
以上のように補修部品産業においては，自動車メーカー，部販・共販，
ディーラ （ー整備）による純正部品・第二純正部品の流通が大きな位置を占め，
優良部品を扱う主体がより縮小する状況に直面している。そこで以下では，
優良部品流通の実態を明らかにする。そして優良部品を主として取り扱う部
品卸販売会社の動向を明らかにした上で，部品卸販売会社の事例を検討する。
２）自動車用品小売業協会の会員合計数値。
３）２０１５年９月８日フィールド・ノーツ（大阪バネ工業）。
１３２ 桃山学院大学経済経営論集 第５９巻第４号
４．優良部品流通の実態
経済産業省製造産業局自動車課（２０１４）によると，国内自動車メーカー１２
社の補修部品出荷額（純正部品）は，２００９年度に６，５００億円まで落ち込ん
だ後，２０１２年度に７，０９４億円となり，３年連続の増加となった。これは物流
の活発化で大型車系メーカーの出荷高が増加していることが要因として挙げ
られる（経済産業省製造産業局自動車課，２０１４，１１頁）とする。
同様の数値を青林（２０１６）の中でも確認できる。青林（２０１６）によると，
補修部品・油脂・用品売上高は２０１２年度をピークに，その後６，９００億円前
後を推移している（図６）。
一方，優良部品の市場規模
について経済産業省製造産業
局自動車課（２０１４）は，「日本自
動車部品工業会（JAPIA）の
出荷動向調査によると，自動
車部品メーカーが部品卸販売
会社等の直接市場へ出荷する
金額合計は，２，５００億円～
５，０００億円程度であるが，情
報関連部品（ナビゲーショ
ン・ETC他）の売上高も含
まれており，上記の純正部品
売上高と単純に比較すること
は出来ない」（経済産業省製
造産業局自動車課，２０１４，１１
頁）とする。
日本自動車部品工業会によ
る『自動車部品出荷動向調査
結果』の数値をグラフ化して
図６ 補修部品・油脂・用品売上高の推移
（純正部品）
出所）青林編（２０１６）３７頁。
注）２０１５年度の詳細を補表１として後掲。
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確認すると，確かに経済産業
省製造産業局自動車課（２０１４）
の言うように，「情報関連部
品（ナビゲーション・ETC他）
の売上高も含まれており，…
純正部品売上高と単純に比較
することは出来ない」が，明ら
かに低下傾向にあるといえる。
５．部品卸販売会社の動向
優良部品流通を手がける部品卸販売会社をまとめた統計調査は，管見の限
り存在しない。そのためここでは，自動車部品販売を手がける企業の業界団
体である日本自動車部品協会の正会員と営業種目を提示する（表１）。
会員名 所在地 営業種目 従業員数
㈱アクセス
大阪市福島区
自動車補修部品の卸売業１００％ １１２名
東京都中央区
SPK㈱ 大阪市福島区 自動車部品と産業機械車両部品の国内販売及び輸出入 ２６１名
エンパイヤ自動車㈱ 東京都中央区 自動車部品・自動車用品，整備機械工具等の卸売・輸出入販売 ３８８名
コーヨー久永㈱ 東京都中央区 各種ベアリング，各種オイルシール，各種自動車部品用品類の卸売業１００％ ８０名
㈱サンコートレーディング 大阪市中央区 自動車部品の輸出 １９名
シカゴプロダクトイ
ンコーポレイテッド 東京都品川区
自動車部品８５％，カーアクセサリー
販売１５％ １１名
ジャパンパーツ
サービス㈱ 大阪市中央区
自動車部分品・付属品等の輸出入
１００％ ８名
昭和自動車工業㈱ 大阪市福島区 国産自動車部品６０％，外国産自動車部品４０％ ７７名
㈱新生商会 東京都港区 自動車部品卸売，不動産賃貸 ７６名
大洋㈱ 大阪市福島区 自動車部品販売 ８２名
大和産業㈱ 東京都港区 自動車部品補修品販売６０％，照明部品販売３０％，産業機械販売１０％ １０５名
図７ 国内向け優良部品の出荷額動向（百万円）
出所）日本自動車部品工業会『自動車部品出荷動向
調査結果』需要先別出荷額，四輪車用，直接市
場向，国内の値を各年版から抽出し筆者作成。
表１ 日本自動車部品協会正会員と営業種目及び従業員数
１３４ 桃山学院大学経済経営論集 第５９巻第４号
各会員企業の仕入先，販売先の情報をもとに，まず仕入先に同じ日本自動
車部品協会の正会員が含まれているものを「地域部品商」，また販売先に外
国及び海外地域を示すものを「輸出商社」，さらに特定部品製造企業の連結
子会社として販売事業を担っている企業や，特定部品製造企業から多くの出
資を受け入れている企業を「販売子会社」とし，これらの企業は，今回の研
究対象から除外した（補表２に詳細：後掲）。
以上の企業を除いた売上高の推移を示す。掲載順は，２０１５年時点での売
上高の高い順に並び替えた（表２）。
辰巳屋興業㈱ 名古屋市昭和区 自動車部品・自動車用品卸売，特殊鋼卸売，貿易 ３０３名
中央自動車工業㈱ 大阪市北区
自動車関連事業自動車部品，用品及び
付属品，関連サービスの開発・販売，
輸出入
２８８名
東海自動車㈱ 東京都港区 自動車部品・用品卸販売９８％，その他賃貸収入２％ １００名
東邦自動車㈱ 大阪市福島区 自動車部品販売７０％，自動車整備・販売３０％ ８５名
㈱東洋商会 大阪市北区 自動車部品の輸出入１００％ １１名
㈱トヨシマ 大阪府池田市 産業用車輌部品の製造，自動車部品の製造，バネの製造，各種鋼材の生産 １７８名
日発販売㈱ 東京都江東区
プレシジョンパーツ事業５５．３％，
オートパーツ事業３５．９％，産業イン
フラ事業８．８％
３４６名
日本ボデー・パー
ツ工業㈱ 大阪市福島区
トラック車体架装材料，部品の卸売
７６％，自動車用品の卸売２４％ １９７名
ミヤコ自動車工業㈱ 東京都港区 自動車部品の製造販売 １９１名
明治産業㈱ 東京都港区
自動車部分品，用品，機械工具，非鉄金
属，鉄鋼，非金属，鉱産物，建設機械，工
作機械，電気機械などの売買・輸出入
２６０名
モトリックス商事㈱ 大阪市西区 自動車部品の輸出業 １９名
ヤマト自動車㈱ 東大阪市 自動車工具，部品卸売 ２３７名
ユニオンモーター㈱ 大阪市西区 各種自動車部品輸出業 １３名
理研商事㈱ 東京都文京区 エンジン部品９５％，配管継手５％ ２６名
出所）一般社団法人日本自動車部品協会（JAPA）Webページ，２０１７年１０月１９日確認。
『東商信用録』各年版。
注）掲載順は，五十音順。所在地の詳細は略。
営業種目及び従業員数は，『東商信用録』関東版・中部版・近畿・北陸版，各年版参照。
なお掲載年は，２０１６年版を基準にした。なおそれ以外の年版は，確認できた最新版を採用
した。
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５．１ 売上高２００億円以上の部品卸販売会社
表２から，売上高２００億円を超える部品卸販売会社が確認できる。２０１５
年の売上高が高い順に，辰巳屋興業（株），明治産業（株），エンパイヤ自動車
（株），SPK（株）の４社である。
辰巳屋興業（株）は，２０１４年時の売上高の割合は，特殊鋼４１％，自動車部
品３９％，輸出２０％となっている（『東商信用録』中部版２０１４年版，５５１
頁）。時期によってこの割合は変動するが，辰巳屋興業（株）は自動車部品だ
けに特化しているわけではなく，輸出も手がけている。明治産業（株）は，近
年中国向けの鉄道関連部品を手がけており，輸出を行っている（『東商信用
録』関東版２０１２年版，２０１７頁）。SPK（株）も，産機・建設部品の国内メー
カーの海外工場へ直販を行うようになり海外需要を取り込んでいる（『東商
信用録』近畿・北陸版２００８年版，８頁）。エンパイヤ自動車（株）も，オリジ
ナルブランド商品の販売拡大を通じて知名度の定着を図り，海外市場向けに
機能部品中心とした取扱商品拡大を目指すという（『東商信用録』関東版
２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年
辰巳屋興業㈱ ３６，８０９，６７２ ３９，１５８，７３５ ４０，９４７，０３９ ４４，２０２，２４５ ４７，９０９，５７５ ５３，１５９，９８４
明治産業㈱ ２５，３８０，０２７ ２５，６３４，０５３ ２５，４９２，１９７ ２４，２７３，５６９ ２４，２５０，３７０ ２５，２７７，６３９
エンパイヤ自動車㈱ ４８，５４９，１９１ ４８，４９６，３１９ ４８，２９３，２０９ ４７，９６２，５９７ ４７，０６７，８８３
SPK㈱ ２８，４１４，１３７ ２８，４５７，４６７ ２９，５８０，６９９ ３０，９５３，３５０ ３１，２４５，６８９
日本ボデーパーツ工業㈱ １３，４８６，０００ １２，７５５，０００ １５，０９７，０００ １４，２５１，０００ １５，９６４，０００ １６，３０７，０００
中央自動車工業㈱ ２１，４７３，８７４ ２１，０１７，５３３ １９，４３２，７４１ １６，０８３，３７１ １５，６６６，８９６ １７，１３１，７４４
ヤマト自動車㈱ ７，９２９，５２６ ７，９６４，７７１ ８，４０２，４８１ ８，８２４，８２１ ８，９４０，４２３ ９，０００，２４４
大洋㈱ ９，２９３，２９３ ９，６６１，１９７ ９，７０８，０７０ ９，５６７，８０３ ８，７６５，９７７ ８，１９８，９８１
㈱アクセス
日新自動車㈱ ６，４１３，８７０ ６，２５８，６５５ ６，３４３，６７５ ６，６６５，１６５ ６，９３９，６１０
みづほ自動車興業㈱
タカラ部品㈱ ２，３８９，４７２ ２，２４６，３０３ ２，１４１，１０２ ２，１１７，６７９ ２，０８０，８３８ ２，０４９，８６２
㈱トヨシマ ６，２５４，１４３ ６，１９２，５５７ ５，９３９，３３９ ６，５４４，５２４ ６，７７０，７７７
ミヤコ自動車工業㈱ ４，６４４，８８２ ４，３５８，１５３ ４，２５２，２４７ ４，５５４，７１３ ４，６５２，６９１ ４，７１６，８８９
東邦自動車㈱ ３，６５７，０００ ３，７１８，０００ ３，７５３，０００ ３，８０１，９９３ ３，６０４，４１５
表２ 部品卸販売会社の売上高推移（２００２～２０１６年）
出所）『東商信用録』各年版。
１３６ 桃山学院大学経済経営論集 第５９巻第４号
２００６年版，４４１頁）。
以上のように売上高上位各社は，海外需要の取り込みを実施，もしくは計
画をしている。
２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年
５４，２０９，５４８ ３９，３０８，４１７ ４６，８４６，４４７ ４９，３３２，０３７ ４６，３０７，９４６ ４８，２１２，３８４ ５０，６５７，７９４ ５１，９７８，４８４
２８，１８７，３８４ ２４，９３８，９３５ ３１，４４４，１６４ ４４，６３２，３１４ ３６，３０４，１７０ ３１，６３１，１３２ ４７，４８３，８９６ ４８，３３１，２１１
４５，０７１，１８６ ４２，６５６，４２１ ４０，６８３，０５３ ４０，４３５，３５３ ４１，７３２，１９０ ４２，０６２，３６３ ４３，４７７，６２４ ４２，４７２，１４８ ４５，１２３，１６５
３１，００４，３３９ ２８，１８０，２５１ ２４，０９８，６１４ ２７，５４４，０６３ ２８，８０４，２９４ ２９，１０２，０４４ ３０，７１２，３３１ ３２，２７５，８４９ ３３，９５６，３７３
１４，４６９，０００ １２，２１９，０００ １０，１７１，０００ １１，２４５，０００ １２，１９６，０００ １３，２８５，０００ １４，７２３，０００ １５，６０８，０００ １６，９４９，０００
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売上高（千円）
注）デ ターが無い箇所は，確認できなかった。
㈱アクセスは，２０１４年に日新自動車㈱，みづほ自動車興業㈱，タカラ部品㈱が経営統合した。
図８ 売上高２００億円以上の部品卸販売会社４社の推移（千円）
出所）『東商信用録』各年版より筆者作成。
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図９ 売上高２００億円未満の部品卸販売会社６社の推移（千円）
出所）『東商信用録』各年版より筆者作成。
５．２ 売上高２００億円未満の部品卸販売会社
次に，売上高が２００億円未満の部品卸販売会社について見ていこう。２０１４
年に日新自動車（株），みづほ自動車興業（株），タカラ部品（株）３社は，経営
統合して新たに（株）アクセスとなった。ここでは，煩雑になるのでグラフ化
の対象から除外した。そして近年，データが確認できない東邦自動車（株）も
除く。
その結果，売上高が２００億円未満の部品卸販売会社として，日本ボデー
パーツ工業（株），中央自動車工業（株），ヤマト自動車（株），大洋（株），（株）
トヨシマ，ミヤコ自動車工業（株）の６社の売上高推移を見てみよう（図９）。
６社の売上高の推移にはそれぞれの特徴があるが，２００８年に売上高は一様
に低下した。リーマンショックによる影響であろう。しかし，その後の売上
高の推移によって，売上高２００億円未満のグループは，さらに２つのグルー
プに分けられる。２０１２年以降売上高を伸ばしているグループ，日本ボデー
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調査の概要
応対者： ヤマト自動車株式会社 代表取締役社長 西口茂樹氏
調査日時： ２０１７年８月２８日 月曜日１０：００～１１：３０
調査方法： 質問項目を用いながらの半構造化インタビュー
ヤマト自動車株式会社
創 業： １９４６年４月 設 立：１９５２年４月
資本金： ５０，０００，０００円
営業種目： 自動車ベアリング・工具・ゴム・ボールト卸販売
従業員： ２４６名
パーツ工業（株），中央自動車工業（株），ヤマト自動車（株）の３社，と横ばい
の大洋（株），（株）トヨシマ，ミヤコ自動車工業（株）の３社である。
それぞれの企業ごとに得意な分野があり，売上高２００億円以上のグループ
のような特徴を見出すことは難しい。しかし，一貫して売上高を伸ばしてい
る企業がある。ヤマト自動車（株）である。次は，ヤマト自動車（株）の事例を
検討し，その特徴を検討する。
６．事例研究─ヤマト自動車株式会社
国内における自動車用補修部品産業の現状調査のため，大阪府自動車部品
販売組合へ調査依頼を実施した。当組合の理事長が，ヤマト自動車株式会社
代表取締役社長である西口茂樹氏であった。調査方法は事前に郵送した質問
項目を用いながら半構造化インタビュー形式で実施した。以下，ヤマト自動
車と表記する。
６．１ ヤマト自動車の概要
ヤマト自動車は，貿易はほぼ行っておらず，売上は国内販売で占められて
いる。２０１２年以降の成長は，アベノミクスからの影響があると推測したが，
ヤマト自動車にはアベノミクスの影響との実感がない。第４９期会計年度
（２０００年）から継続して売上が上昇傾向にある。２０１７年９月決算である第
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６６期では，１２６億円の売上を記録しており，年に３～４％の割合で成長し，
相当の利益を確保している。
第６５期（２０１６年）の売上高における事業別内訳は，７１億円（５７％）を地
域部品商が占める。すなわちディーラー系（部販・共販）や問屋（部品卸販
売会社）から部品を購入し修理工場へと部品を届ける部品商との取引が最大
となっている。ついで，１６億円（１３％）が工具商，そしてその他となって
いる。量販店向けの売上は，４％に過ぎない。
部品商は，Amazonやモノタロウなどのネット通販と競合する。ヤマト自
動車は，Amazonとの取引は現在行っていない。モノタロウとは一部取引を
行っている。市場の変化に対応するのであれば，ネット通販との取引を増加
させるのであろうが，ヤマト自動車は従来の部品商，工具商との取引を重視
している。また，近年の売上高の伸びは，従来の顧客である部品商を重視し
た結果である。
営業種目筆頭にある自動車用ベアリングは，ヤマト自動車の看板である。
ヤマト自動車が扱うベアリングは，自動車用ベアリング１００％であり，ジェ
イテクトの代理店である。しかし，ベアリングが売上に占める割合は決して
大きくない。ヤマト自動車は，ヤマデンやトラスコ中山のような一部の例外
を除き，多くの競合相手に比べて取り扱う商材が多いと捉えている。
６．２ ヤマト自動車の経歴
ヤマト自動車の創業は，１９４６年（昭和２１年）であり，業界内では後発と
言える存在であった。エンパイヤ自動車（株）の創業は１９１３年（大正２年），
SPK（株）も１９１７年（大正６年）の創業である。その中で，ジェイテクト
（当時，光洋精工）という一枚看板で創業したヤマト自動車は，先行者にな
い商材で勝負をかけることになった。ネジやビス，他では取引しない工具な
どに，生き残りの余地を見つけようとしていた。創業当初は，幅広い商材を
扱うことが企業存続の必要条件であったと言える。
しかし２０１７年現在より十数年前までは，工具の売上高が６０％以上にの
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ぼっていた４）。かつてヤマト自動車は，独立営業所体制であった。各営業所
は独立採算制を取っており，本社資本で設立した営業所ではあるが，営業所
ごとに販売を行っていた。その結果，売上げは上がったが，各営業所が不良
在庫を抱えたがらなくなり，不良在庫となりやすい部品の取扱額が減り，工
具の取扱額が増加するといった弊害も生まれていた５）。そこで，西口茂樹氏
が事業承継を行うと共に独立営業所体制を廃止し，情報インフラを社内に整
備し，本社で在庫の一元管理を実施することになる。
６．３ 西口茂樹氏の事業承継の経緯
現在代表取締役社長である西口茂樹氏は，４８歳である１９９９年にヤマト自
動車に入社する。ヤマト自動車は，吉田三千年氏と西口茂樹氏の父である西
口安雄氏により１９５２年に設立された。その後，代表者は数度変更しており，
西口茂樹氏は吉田弘之氏の後継となる６）。
西口茂樹氏は，工学部で建築を学び，一級建築士の資格を持ち，ヤマト自
動車入社まで建築関連に従事していた。１９９９年に専務取締役でヤマト自動
車に入社し，入社３年後の２００２年に代表取締役専務となり，大阪市福島区
から現在の立地場所である東大阪市にロジスティクセンターを開設しその後
本社も移転させた。２００４年に独立営業所体制を廃止し，２００５年から社長に
就任している。
独立営業所体制をやめ本社による集中管理に移行して十数年経つが，社内
における配置転換を実施し，機能する組織へと転換させてきた結果，現在が
あるとの認識を持つ。
４）２０１７年時点でのヤマト自動車の商材別売上高における工具の割合は，月平均で６
億円，年間７２億円で，売上高の５７％を占める（２０１７年８月２８日フィールド・
ノーツ）。
５）「工具は腐らない」との表現（２０１７年８月２８日フィールド・ノーツ）。
６）西口茂樹氏は末っ子であり，当初，２０１７年現在も東京で弁護士をしている兄が
事業を承継する予定であった（２０１７年８月２８日フィールド・ノーツ）。
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６．４ 社内改革の方針
西口茂樹氏は，事業承継を行う際，コンピュータシステムを導入し，現物
在庫とコンピュータ在庫とのすり合わせを徹底させる在庫管理を実施した。
その指針として，「欠品を減らす」事をまず掲げた。当時は，ガバナンスが
できていなかったので，相当な金額の在庫が不足していたということもあっ
た。
ヤマト自動車は現在，在庫を一か月に１７億円分抱えている。売上は，月
に１０～１１億円であるので，１．６～１．７か月分を在庫として抱えていることに
なる。
基本方針は，「欠品をなくす」ことであり，現在の在庫率は「適正」とは
言えない。しかし，欠品を減らすことを求めながら，一方で在庫も減らすこ
とを求めれば二律背反の指示となる。このようなことがないように，ぶれる
ことなく「欠品をなくす」指示を出している。近年の継続した成長には，在
庫管理の徹底が貢献している。在庫の９０％は循環しており，売れなくなっ
た部品は，棚卸の時に不良在庫として，２，０００～３，０００万円減価償却している。
６．５ ITの活用
ヤマト自動車は，取扱う商材の多さで新たな取引を増やしている。ジェイ
テクトのベアリングだけではなく，NSK，NTNなども揃えている営業所の
売上高が伸びている。ガレージジャッキと呼ばれる商材は，近年売上が増加
している。ガレージジャッキの国内製品では，長崎ジャッキや，マサダ製作
所が代表的であるが，ヤマト自動車は海外製のものよりも国内製品の両方を
揃えている。品揃えを良くすることが，注文増に繋がるとの認識を持つ。
取り扱う商材数の増加により，Web販売システムを導入した。現物在庫
がある前提が，Webによる商材検索を可能としている。Webによる検索可
能な商材の多さは，業界随一を誇る。Web販売システムは，eBASEを用い，
品番から入力していく。システム確立までに数年を要し，実際にものになる
までに６～７年かかったという。既存の社内人材が新たな技術習得を行った
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ため，商材の情報をWeb上にアップさせるのは，社内で対応可能となって
いる。
しかし，Web販売システムによる売上高は，売上全体における２０～２３％
程度である。ヤマト自動車には，「こんな製品があるか？」との問い合わせ，
相談事項が部品商などの顧客から多く寄せられており，従来型の取引の存在
感は依然として大きい。
６．６ 商材説明の動画の活用
ヤマト自動車では，動画による商材の取扱方法の説明を導入している。動
画は，社内で作成する場合もあるし，社外に発注することもある。またメー
カーから取扱説明動画を入手する場合もある。
扱う商材は，説明がないと使えない。これまでのチラシや，営業担当者が
直接説明を実施する方法の場合，例えば３０分程度の時間では，顧客が商材
を理解し使いこなすことは困難である。そこで，動画を活用し，現場でタブ
レットを用いて説明をしたり，Web上のカタログと連携させて顧客自身が
確認できるようにしたりすることで，効率化を図っている。
６．７ 今後の方針
売上高１５０億円が，部品卸販売会社として一つの境界であるとの認識があ
る。２０１４年，３社が合併して誕生した（株）アクセスが売上高１５０億円を達成
したが，現在，ヤマト自動車は，キャッチアップ途中であるとの認識を持
つ。そこでヤマト自動車は，２０１７年１０月から新組織を立ち上げる。商品開
発室，営業戦略室，お客様相談室だ。
商品開発室は，かつて台湾の展示会に赴いたことを契機に，新たな商材の
開発を実施したことが起因となっており，これまでのプライベートブランド
の取り組みとは異なる。商品開発室の母体であるこれまでの購買部は，仕入
れの延長であって，欠品補充や仕入れが主とした仕事であった。一方，新し
い商品開発室では，独自商品の開発を目指している。
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営業戦略室は，「売れることの理由を理解すること」を指している。この
ことは，「戦術」とも捉えられるが，何故売れているのかを理解できれば，
社内で共有できる。営業戦略室の母体であるこれまでの営業部では，営業方
針は現場の裁量に任されており，営業成果のばらつきは「地域ごとに特性が
ある」との認識で処理されてきた。しかし，販売力がある営業所とそうでは
ない営業所との差は存在し，その要因を分析し理解することが，長期的な戦
略に通じると考えている。
お客様相談室は，ヤマト自動車の従来の仕事の延長線上である。ヤマト自
動車は絶えず顧客からの様々な相談に乗ってきたがこのようなことは，経験
豊富な社員でなければ対応できない。経験不足だと，対応の可否の判断がで
きず，なんでも対応しようとしてしまう。これでは，対応不可能な場合の無
駄が発生する。できないことを抱える無駄，お客様に待っていただく無駄で
ある。ヤマト自動車には経験豊富な社員が存在する。
７．考察
新車販売の拡大が見込めない中で，自動車メーカー系列（部販・共販，
ディーラー）は利益確保のために自動車ユーザーを囲い込もうとする。結
果，補修部品産業が縮小する中で，純正部品・第二純正部品の流通が確保さ
れ，優良部品流通が縮小する。このような状況下で，優良部品流通を担う商
社・卸売業（部品卸販売会社）はどのような役割を果たしていると考察でき
るのだろうか。
まず，海外市場へ展開する売上上位の商社・卸売業の存在が挙げられる。
義永（２０１７）で注目した優良部品を製造する中小企業も，輸出を手がける商
社・卸売業が持つ海外販路を通して間接輸出を行い，海外事業展開を図って
いた。
しかし，本稿は国内産業構造に焦点を当てており，国内構造においては，
売上中位以下の動向を注目する必要がある。継続して売上を伸ばしている企
業，ヤマト自動車の存在が抽出された。
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ヤマト自動車が売上を継続して増加させている要因は，以下の２点であろ
う。
第一に，現経営者が事業承継後，それまでの独立営業所体制から本社一括
管理へと営業体制を大きく転換したことが大きい。本社一括管理を実現した
ことで，在庫管理を徹底することが可能となった。さらに情報化投資を実施
し，効率をより高めることが可能となった。
次に「欠品を無くす」という明確なビジョンを経営者自らが示すことで，
取扱商材の拡充を図ったことが挙げられる。ヤマト自動車の既存取引先以外
にも取扱商材の範囲を広げ，顧客（部品商）への満足度を高めたことで売上
増を実現した。取扱商材の拡充に伴う商材管理の負担増を，社内人材の活躍
によりWebカタログの作成や，動画による商材紹介の活用で吸収し，さら
に顧客満足度を高めることに成功していると考察できる。
競合他社への追加調査・検証が必要ではあるが，縮小する優良部品市場の
中でヤマト自動車は，事業継承を契機に社内改革を実行し効率性を高めた結
果，売上高も高めた。２０１７年時点における優良部品流通を担う商社・卸売
業の役割は，顧客（部品商）への満足度上昇（効率化）への対応といえる。
優良部品流通を担う商社・卸売業内の再編も想定される。
８．おわりに
本稿では，縮小する国内自動車用補修部品産業に注目し，特に優良部品流
通が縮小していることを確認した。優良部品流通を担う部品卸販売会社をさ
らに取り上げ，売上高推移の分析から売上高２００億円を境に２グループに区
分した。２００億円以上の売上高を示す企業は，既に海外需要開拓を実施して
いた。
本稿の焦点が国内産業構造であることから，売上高２００億円未満のグルー
プに注目し，継続して売上高を拡大させている企業として，ヤマト自動車株
式会社を抽出し，事例研究を行った。そこでは，事業承継後に社内改革を実
行し，情報化投資と共に効率性を向上させ，取引先を拡大したことが確認さ
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補表１ 自動車メー カー 各社の２０１５年度補修部品・油脂・用品売上実績
出所）青林編（２０１６）３６頁。
れた。
ヤマト自動車は，「第二創業」の事例としても適当であると考えられる。
ヤマト自動車は今後，これまでのように商材を仕入れるだけでなく，自らも
開発することを課題としている。これは，経済産業省製造産業局自動車課
（２０１４，２４頁）も指摘していることである。部品メーカーとの間でいかに開
発を行うのか。商社・卸売業と製造業との相互行為に関しては，今後の課題
としたい。
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会員名
営 業 種 目 従業員 仕 入 先
所在地
㈱アクセス
自動車補修部品の卸売業
１００％ １１２名
東海マテリアル，スタンレー電気，日立オ トー
パーツ＆サービス，光洋販売，辻鐵工所，大野
ゴム工業，制研化学工業
大阪市福島区
東京都中央区
SPK㈱ 自動車部品と産業機械車両
部品の国内販売及び輸出入 ２６１名
エクセディ，パナソニックカーエレクトロニク
ス，大豊工業，日本ワイパーブレ ドー，日本特殊
陶業，曙ブレーキ工業大阪市福島区
エンパイヤ自動車㈱ 自動車部品・自動車用品，整
備機械工具等の卸売・輸出入
販売
３８８名
大同メタル販売，エクセディ，カーメイト，日東
工業，エムケーカシヤマ，S&Eブレーキ，スタン
レー電気，日本特殊陶業東京都中央区
コーヨー久永㈱ 各種ベアリング，各種オイル
シール，各種自動車部品用品
類の卸売業１００％
８０名
ジェイテクト５０％，ユニオン産業，エフ．イー．
シーチェーン，日本ボデ ・ーパーツ工業，マルエ
ヌ，日鉄住金物産東京都中央区
㈱サンコ トーレーディング
自動車部品の輸出 １９名 三恵工業，ニューエラー，大同メタル工業，アサヒ商会，日本特殊陶業，HKT，KYB大阪市中央区
シカゴプロダクトインコーポレイテッド 自動車部品８５％，カーアクセ
サリー 販売１５％ １１名
三恵工業，リケン，ハイレックスコポレーション，
ナイルス部品販売，大光電機，藤浦産業，ニッ
コー東京都品川区
ジャパンパーツサービス㈱ 自動車部分品・付属品等の輸
出入１００％ ８名
日本ピストンリング，三恵工業，サム，大同メタ
ル工業，スタンレー電気，ニューエラー，富士制
動機製作所，東洋精工大阪市中央区
昭和自動車工業㈱ 国産自動車部品６０％，外国産
自動車部品４０％ ７７名
明 治 産 業，エン パ イヤ 自 動 車，JURID，
TEXTAR，SPK，ヤナセ，ティー ビーケイ販売，
東海自動車大阪市福島区
㈱新生商会
自動車部品卸売，不動産賃貸 ７６名
エンパイヤ自動車，ヤナセ，大野ゴム工業，ス
リー エムジャパン，武藤オイルシール工業，ミヤ
コ自動車工業東京都港区
大洋㈱
自動車部品販売 ８２名
東芝ライテック，ナブテスコ，日本ピストンリン
グ，日本特殊陶業，KYBエンジニアリングアン
ドサービス，ニューエラー大阪市福島区
大和産業㈱ 自動車部品補修品販売６０％，
照明部品販売３０％，産業機械
販売１０％
１０５名 曙ブレーキ工業３０％，東芝ライテック２０％，大和工業，大研，朝日ラバー，アイシン精機東京都港区
辰巳屋興業㈱ 自動車部品・自動車用品卸
売，特殊鋼卸売，貿易 ３０３名
愛知製鋼４０％，ジーエス・ユアサバッテリー ，日
立製作所，豊田通商，日本マイクロフィルター
工業，GMB名古屋市昭和区
中央自動車工業㈱ 自動車関連事業自動車部品，
用品及び付属品，関連サービ
スの開発・販売，輸出入
２８８名
エイスインターナショナルトレード，TPR，
CENTRAL，ユニチカトレーディング，明邦化
学工業，富士興産大阪市北区
東海自動車㈱ 自動車部品・用品卸販売
９８％，その他賃貸収入２％ １００名
エンパイヤ自動車，大野ゴム工業，エクセディ，
武藤オイルシール工業，エムケーカシヤマ，ミ
ヤコ自動車工業東京都港区
東邦自動車㈱ 自動車部品販売７０％，自動車
整備・販売３０％ ８５名
フォルクスワーゲングループジャパン，ボル
ボ・カーズ・ジャパン，ヤナセ，ビ ・ーエム・ダブ
リュー大阪，ドイツ大阪市福島区
㈱東洋商会
自動車部品の輸出入１００％ １１名
三恵工業，エイケン工業，エムケーカシヤマ，
GMB，K．Pガスケット，日立オ トーモーティブシ
ステムズ，姫路第一鋼業大阪市北区
補表２
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販 売 先 格付概要 大 株 主
分類
掲載年
大阪市交通局，近畿日本鉄道，西鉄エム・
テック
日新自動車，みづほ自
動車興業，タカラ部品
との３社統合により新会
社
旧日新自動車，旧みづ
ほ自動車興業
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
コーエイ，PROMESA S．A．，川原自動
車 部 品 商 会，S．P．A．REPUESTOS，
DTH TRADING
―
日本マスタ トーラスト信
託 銀 行，日 本トラス
ティ・サービス信託銀行
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
東海自動車，ケーヨー，アポロリテイリン
グ，アクセス，ナフコ，コーエイ，イケモト，
丸徳商会，アクスル
― エンパイヤ自動車社員持株会２２％，以下個人
部品卸販売会社
２０１６年関東版
日産ディー ゼル工業系列ディー ラー，いすゞ
自動車系列ディーラー，日野自動車系列
ディー ラー，三菱ふそう系列ディー ラー
トヨタ自動車系列のベア
リングメーカー㈱ジェイ
テクトの連結子会社。
ジェイテクト８１．６％，ダ
イベア１８．４％
販売子会社
２０１６年関東版
中国，サウジアラビア，アラブ首長国連
邦，エジプト，レバノン，メキシコ，カナダ，
アメリカ，ロシア，ドミニカ
― 個人
輸出商社
２０１６年版近畿・北陸版
シンガポール３０％，サウジアラビア１０％，
アラブ首長国連邦１０％，イラン１０％
自動車部品，カーアク
セサリー 等の輸出が中
心
個人
輸出商社
２０１５年関東版
中国・香港３０％，東南アジア２５％，北米
２５％，中南米１０％，中近東５％，ヨーロッパ
３％
― 個人
輸出商社
２０１６年版近畿・北陸版
辰巳屋興業，帝北自動車，東海自動車，
キョーエイファースト，滋賀部品，宮田自
動車商会，オ トー商会，ダイヤ自動車
― 個人
地域部品商
２０１６年版近畿・北陸版
自動車部品販売業者，テナント各社
国産車及び外国車の
部品等の卸売を主体と
する。
個人
地域部品商
２０１６年関東版
タナベ，日新商会，今仙電機製作所，富士通
テン，ユーシン，四国自動車部品商会，サン
ヨー，ユニー，日野トレーディング
― 大洋ホールディングス，個人，従業員持株会
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
矢崎計器，矢崎部品，日発販売，曙ブレーキ
工業，カルソニックカンセイ，ヴァレオジャ
パン，三菱自動車工業，細野商会
―
曙ブレーキ工業１８．１％，
個人１１．１％，東芝ライ
テック１０％
販売子会社
２０１６年関東版
TISS，ELTAWFIKIA，フセラシ，白鷺特
殊鋼，アラヤ特殊金属，松井鋼材，植田興
業，ADL，小橋工業
― 個人，愛知製鋼，以下個人
部品卸販売会社
２０１６年中部版
ARCONA，トヨタウエインズグループ
サービス，東北機工，FEDERAL-MOGU
L，トヨタカローラ千葉
―
自己株式，日産東京販
売ホールディングス，
日本精工
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
宮田自動車工業，新生商会，昭和自動車
工業，フジモーターズ，伏見商会，山中商
会，大一用品商会，東洋産業
― エンパイヤ自動車４４％，以下個人
地域部品商
２０１６年関東版
大黒商会，ヤナセ，一般顧客３０％ 輸入車部品，輸入車取り扱い。 個人
部品卸販売会社
２０１０年版近畿・北陸版
サウジアラビア，UAE，エジプト，クウェー
ト，イエメン，ヨルダン，リビア，東西アフリ
カ諸国，香港，東南アジア諸国
― 自 己 株 式８０％，個 人２０％
輸出商社
２０１６年版近畿・北陸版
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会員名
営 業 種 目 従業員 仕 入 先
所在地
㈱トヨシマ 産業用車輌部品の製造，自動
車部品の製造，バネの製造，
各種鋼材の生産
１７８名
京都機械工具，ユニオン産業，テネコジャパン，
ミヤコ自動車工業，エクセディ，合同製鐵，合鐡
産業，日鉄住金物産大阪府池田市
日発販売㈱ プレシジョンパーツ事業５５．３％，
オ トーパーツ事業３５．９％，産業
インフラ事業８．８％
３４６名 日本発條６．２％，ミヤマツール５．２％，エフプラス４．９％，岡本工業３．６％東京都江東区
日本ボデ ・ーパーツ工業㈱ トラック車体架装材料，部品の
卸売７６％，自動車用品の卸売
２４％
１９７名 エヌイーメタルズ４．７％，中村新興木材４％，阪和工材３．１％，ソフト９９コーポレーション２．９％大阪市福島区
ミヤコ自動車工業㈱
自動車部品の製造販売 １９１名 豊田合成，徳重，S&Eブレーキ，トーアテック，ショー ワ東京都港区
明治産業㈱ 自動車部分品，用品，機械工具，非鉄金属，鉄鋼，非金属，
鉱産物，建設機械，工作機械，
電気機械などの売買・輸出入
２６０名
アイシン精機，曙ブレーキ工業，S&Eブレー
キ，小糸製作所，三恵工業，スタンレー電気，ス
リー エムジャパン東京都港区
モトリックス商事㈱
自動車部品の輸出業 １９名 三恵工業，理研商事，エヌデーシー，日産ポンプ製作所，中村工業，京三電機大阪市西区
ヤマト自動車㈱
自動車工具，部品卸売 ２３７名
京都機械工具，ジェイテクト，三ツ星ベルト，中
島製作所，マルエヌ，洲本整備機製作所，佐賀
鉄工所東大阪市
ユニオンモーター㈱
各種自動車部品輸出業 １３名
菱和，エイケン工業，GMB，小糸製作所，姫路
第一鋼業，ミツバ，清和工業，日立オ トーパーツ
＆サービス大阪市西区
理研商事㈱ エンジン部品９５％，配管継手
５％ ２６名 リケン，大同メタル販売東京都文京区
補表２
出所）一般社団法人日本自動車部品協会（JAPA）Webページ，２０１７年１０月１９日確認。
『東商信用録』各年版。
注）掲載順は，五十音順。所在地の詳細は略。
営業種目は，『東商信用録』関東版・中部版・近畿・北陸版，各年版参照。
なお掲載年は，２０１６年版を基準にした。なおそれ以外の年版は，確認できた最新版を採用
した。
株主の個人名は表記せず，すべて個人とした。
格付概要は，特記事項のみを抽出した。
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販 売 先 格付概要 大 株 主
分類
掲載年
豊田自動織機，JFE商事，住友ナコマテリ
アルハンドリング，日本トレクス，クボタ，
KCM，清和鋼業，日鉄住金物産
素材（特殊鋼）から製品ま
で一貫体制を確立，特殊
圧延によるフォークリフト
アーム製造で高い評価
個人６０．２％，池田泉州
銀行４．８％，合同製鐵
４．７％，京阪神リアルエ
ステ トー４．６％
地域部品商
２０１６年版近畿・北陸版
デンソ ８ー．２％，日本発條７．１％，住友電
装６．１％，日立オ トーモーティブシステム
ズ２．７％
東証一部上場の日本
発條㈱の連結対象子
会社
日本発條１００％
販売子会社
２０１６年関東版
東プレ３．７％，SGモータース３．５％，トラン
テックス３．５％，島忠３．３％ ―
山陽商事２３．２％，ヒロ
シ１６．７％，社員持株会
１３．２％，三井住友銀行
３．９％
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
エス・ビ ・ーケー，小松製作所，エンパイ
ヤ自動車，東海自動車，ヤマト自動車，ニ
チユ三菱フォー クリフト
― 個人
部品卸販売会社
２０１６年関東版
全国有力自動車販売会社，京王電鉄バ
ス，小松製作所，コマツリフト，西武バス，
東急バス，東京都交通局
― 明産４３．４％，以下個人
部品卸販売会社
２０１６年関東版
中南米８５％，アフリカ・ヨーロッパ ― 個人
輸出商社
２０１６年版近畿・北陸版
松江自動車部品商会，福山自動車部品
商会，和歌山自動車，ナカジマ部品，ウカ
ワ，日野商事，ドライバースタンド
― 三山包装，以下個人
部品卸販売会社
２０１６年版近畿・北陸版
フィリピン，インドネシア，ロシア，マレーシ
ア，UAE，パキスタン，スリランカ，オースト
ラリア，シンガポール，台湾
― 個人
輸出商社
２０１６年版近畿・北陸版
八重洲貿易，シカゴプロダクトインコーポ
レイテッド
自動車・産業用機械部
品メーカー㈱リケンの
連結子会社
リケン１００％
販売子会社
２０１６年関東版
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A Study of Structural Changes Faced by the Decline in
Domestic Industry: Focusing on Trading and Wholesale
Firms Engaged in Automotive Repair Parts Trades
YOSHINAGA Tadakazu
The objective of this paper is to clarify the roles of trading and wholesale
firms engaged in automotive repair parts trades in the face of the ongoing
contraction of domestic demand. The term “repair parts trades” as used in
this paper refers to trades engaged in the distribution of automotive repair
parts from their leaving a factory to being provided to users; provided,
however, that it does not include repair parts manufacturers themselves.
This paper lets the following four fact-findings speak for themselves:
(1) The statistics indicate that the distribution of quality automotive parts
in Japan has been in significant decline among other automotive repair
parts whose distribution in Japan is on the decline;
(2) With a focus on wholesale firms dealing with automotive parts, which
play a prominent role in the distribution of quality parts, these
wholesale firms were divided into two groups on the basis of 20 billion
yen in sales. Wholesale firms meeting the sales amount criterion were
found to have successfully stimulated overseas demand;
(3) Given that this paper focuses on the structure of the domestic
industry, attention was paid to those wholesale firms whose sales
amount did not meet the criterion. As a result, Yamato Automobile Co.
Ltd. was selected as an automotive parts wholesale firm that saw its
sales amount increase on a continuing basis; and
(4) Qualitative research conducted on Yamato Automobile Co. Ltd. found
that the firm carried out restructuring after its succession of business
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to enhance investment in information systems and to improve
efficiency, thereby increasing its business connections.
The above-stated fact-findings demonstrate that the role of trading/
wholesale firms engaged in automotive repair parts trades in Japan is to
provide an efficient commercial distribution service to customers. However,
in a declining business environment, business firms run more efficiently
could intensively undertake this role. Hence, future issues faced by trading
/wholesale firms are not only to concentrate on the distribution of others’
goods for commercial use but also on their own development of goods for
commercial use. It remains to be addressed in the future how trading/
wholesale firms should take the initiative in developing new products with
parts manufacturers and how trading/wholesale firms and parts
manufacturers should interact with each other.
Keywords : industry, structural changes, automotive repair parts, trading/
wholesale firms
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